
[image: image2.emf]（１）○○モデルの開発

現場での試行

（２）○○データベースの開発

（３）○○解析システムの開発

（４）○○設計システムの開発

実用化へ

（１）○○モデルの開発

現場での試行

（２）○○データベースの開発

（３）○○解析システムの開発

（４）○○設計システムの開発

実用化へ


新規応募様式（様式B）

・政策課題解決型技術開発公募

（中小企業タイプ）

提出書類チェックシート（新規）

・政策課題解決型技術開発公募（中小企業タイプ）

◆中小企業名

	


◆研究開発課題名

	


共通提出書類

	· 本チェックシート

· 研究活動における不正行為への対応状況確認(P.3)
（府省共通様式）
· 研究計画調書
· 各年度別経費内訳
· 研究組織
· 応募内容ファイル


新規応募課題　提出書類一式（全て提出してください）

	· 提案の概要

· 研究開発年次計画・経費の見込み

· 研究課題の予算

· 建設技術研究開発費補助金承諾書

· 建設技術研究開発費補助金承諾書（共同研究者の所属機関用）

· 所要経費の見込額

· 本研究開発に使用することを予定している主な既存設備
	国交省様式B－２

国交省様式B－３

国交省様式B－４

国交省様式B－７

国交省様式B－８

国交省


	· 定款および財務諸表

· 自ら実施できる能力を有する機関であることを証明する資料

（研究開発施設、事務所所在地、研究施設の概要、近年の学会等研究開発活動に関する報告書等）

· 間接経費の使途に関する規程類、または直近年度の決算報告書等


【研究活動における不正行為への対応状況確認】
　国土交通省の策定した「競争的資金等に係る研究活動における不正行為への対応指針（平成１９年８月３０日策定）」の第３章１．不正行為の発生防止及び発生に備えた体制整備等のうち（１）体制整備等に記載した内容について、以下の項目に記載してください。
１．体制整備等に関する状況について
　（□にチェックするとともに、規程等を添付すること）
　□研究活動に係る倫理規定、行動規範等を策定している
　□その他の類似規程等を策定している
　（名称を記載　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　□策定していない
２．策定していない場合にはその理由を記載すること
	


※青字は記載例、又は注意書きです。提出の際は全て削除して下さい。

（研究計画調書）※１　
※２
	公募テーマ名
	（例）テーマ①　新工法を活用した建設現場の生産性向上に関する技術

	研究課題名
（英語表記）※３
	○○に関する研究
Study of ○○

	研究種目等
	政策課題解決型公募

	研究期間
	令和３年　○月　○日　　～　　令和４年　３月　３１日

	分　野
	数物系科学

	分　科
	物性物理I

	細　目
	磁性

	細目表
キーワード
	半導体、スピントロニクス

	細目表以外の
キーワード
	

	研究代表者
氏名
	（フリガナ）
	キョウキン　タロウ

	
	（漢字等）
	競金　太郎　　　　　Mr. Taro Kyoukin

	所属研究機関
	競金大学

	住所
	〒111-1234

	電話番号
	03-1234-5678
	ＦＡＸ
	03-1234-5678

	E-mail
	taro@kyoukin.ac.jp

	部局
	大学院工学研究院

	職名
	教授

	経理事務
担当者氏名
	管理太郎
	経理担当部局名・連絡先等
	競金大学管理部○○課
電話番号：        　　FAX番号：
E-mailアドレス：

	研究分担者
氏名※４
	（フリガナ）
	ガクシン　ハナコ

	
	（漢字等）
	学振　花子　　　　 Ms. Hanako Gakushin

	所属研究機関
	学振大学

	住所
	〒222-2345

	電話番号
	03-2345-6789
	ＦＡＸ
	03-2345-6789

	E-mail
	hanako@gakushin.ac.jp

	部局
	大学院工学研究院

	職名
	准教授

	経理事務
担当者氏名
	管理花子
	経理担当部局名・連絡先等
	学振大学管理部○○課
電話番号：        　　FAX番号：
E-mailアドレス：


	大項目
	中項目
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	計

	直接経費
	1.物品費
	設備備品費
	0
	2,000
	2,000
	4,000

	
	
	消耗品費
	500
	1,000
	1,000
	2,500

	
	2.旅　費
	旅　費
	1,000
	1,000
	1,000
	3,000

	
	3.人件費
　・謝金
	人件費
	2,000
	1,000
	700
	3,700

	
	
	謝金
	0
	1,000
	1,000
	2,000

	
	4.その他

	外注費
	0
	1,000
	1,000
	2,000

	
	
	その他
	500
	700
	1,000
	2,200

	間接経費
（上記経費の30%以内）
	1,000
	2,300
	2,300
	5,600

	合　計
	5,000
	10,000
	10,000
	25,000


各年度別経費内訳※５　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
研究組織（研究代表者及び共同研究者）
（共同研究者の人数に応じて適宜記入欄を追加してよい。）
	
	氏名（年齢）
研究者番号
	所属研究機関
部局
職名
	現在の専門
学位（最終学歴）
役割分担
	令和３年度
研究経費
（千円）
	エフォート
（％）

	研究代表者
	競金太郎（５０）
12345678
	競金大学
	量子物性
	5,000
	30

	
	
	大学院工学研究院
	工学博士（競金大学）
	
	

	
	
	教授
	研究統括
	
	

	共同研究者
	学振花子（４０）
98765432
	学振大学
	磁気工学
	3,000
	20

	
	
	大学院工学研究院
	理学博士（学振大学）
	
	

	
	
	准教授
	データ解析
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計　2名
	研究経費合計
	8,000
	


（応募内容ファイル）
１　研究目的
	本欄には、研究の全体構想及びその中での本研究の具体的な目的について、冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述した上で、適宜文献を引用しつつ記述し、特に次の点については、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。
①研究の学術的背景（本研究に関連する国内・国外の研究動向及び位置づけ、応募者のこれまでの研究成果を踏まえ着想に至った経緯、これまでの研究成果を発展させる場合にはその内容等）
②研究期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか
③当該分野における本研究の学術的な特色・独創的な点及び予想される結果と意義
④既存技術からどこまで効率的・効果的な技術開発を行うかという具体的な成果目標（数値目標等）の設定


××××に関する○○調査や××の解析を実施し、△▽△▽の条件を整理するとともに、の△▽△▽デザインを追求することで、○○○○利用促進を図るための××××基盤構築を目指す。

具体的には
１）○○の計測システムのモデルを構築する。
２）構築した計測システムの精度を既存技術に比べて％以上まで向上させる。
※応募時に既存技術からどこまで効率的・効果的な技術開発を行うかという具体的な成果目標（数値目標等）を設定すること。例えば、「既存技術は、１００m2の壁面を１０分で検査できるが、本技術開発により、同じ面積の壁面を５分で検査することを可能とする」など。
２　研究計画・方法
	本欄には、研究目的を達成するための具体的な研究計画・方法について、冒頭にその概要を簡潔にまとめて記述した上で、初年度の計画と次年度以降の計画に分けて、適宜文献を引用しつつ、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。ここでは、研究が当初計画どおりに進まない時の対応など、多方面からの検討状況について述べるとともに、研究計画を遂行するための研究体制について、共同研究者とともに行う研究計画である場合は、研究代表者、共同研究者の具体的な役割（図表を用いる等）、学術的観点からの研究組織の必要性・妥当性及び研究目的との関連性についても述べてください。


（概要）　※１０行程度で簡潔に記入してください。
○○○○促進を柱とする新しい××××構築の基盤形成を目的とした個別研究成果を効率よく導出するために、以下に示した研究内容別に4つの研究グループを構成し同時進行的に研究を推進するとともに、学会や公開シンポジウムの機会を利用してそれらの成果を○○○○させる。

具体的には、

①Ａグループは「ＡＡＡＡＡ」を探る。

②Ｂグループは「ＢＢＢＢＢ」を創出する。

③Ｃグループは「ＣＣＣＣＣ」を研究する。

④Ｄグループは「ＤＤＤＤＤ」を試みる。
（本文）　※概要と合わせて２頁以内で記入してください。
　本研究では次の手順で研究を行う。
令和○○年度は…。
令和○○年度は…。
３　研究業績
	本欄には、研究代表者及び共同研究者がこれまでに発表した論文、著書、産業財産権、招待講演のうち、本研究に関連する重要なものをresearchmap等からコピーする等の方法で記入してください。なお、学術誌へ投稿中の論文を記入する場合は、掲載が決定しているものに限ります。
①　例えば発表論文の場合、論文名、著者名、掲載誌名、巻、最初と最後の頁、発表年（西暦）について記入してください。
②　以上の各項目が記載されていれば、項目の順序を入れ替えても可。著者名が多数にわたる場合は、主な著者を数名記入し以下を省略しても可。


※２頁以内で記入してください。
（Researchmapテキスト出力のコピー例）
Non-negligible collisions of alkali atoms with background gas in buffer-gas-free cells coated with paraffin

Applied Physics B-Lasers and Optics 122(4) 81-1-81-6 2016年3月
Laser frequency locking with 46 GHz offset using an electro-optic modulator for magneto-optical trapping of francium atoms

Applied Optics 55(5) 1164-1169 2016年2月
Atomic spin resonance in a rubidium beam obliquely incident to a transmission magnetic grating

Journal of Physics B-Atomic Molecular and Optical Physics 49(6) 065005-1-065005-5 2016年3月
Unexpected spin-parity assignments of the excited states in Be-9

Physical Review C 91(2) 2015年
Relaxation of Cs atomic polarization at surface coatings characterized by X-ray photoelectron spectroscopy

Japanese Journal of Applied Physics 54(6) 2015年
Non-negligible collisions of alkali atoms with background gas in buffer-gas-free cells coated with paraffin

Applied Physics B-Lasers and Optics 122(4) 81-1-81-6 2016年3月
Laser frequency locking with 46 GHz offset using an electro-optic modulator for magneto-optical trapping of francium atoms

Applied Optics 55(5) 1164-1169 2016年2月
Atomic spin resonance in a rubidium beam obliquely incident to a transmission magnetic grating

Journal of Physics B-Atomic Molecular and Optical Physics 49(6) 065005-1-065005-5 2016年3月
Unexpected spin-parity assignments of the excited states in Be-9

Physical Review C 91(2) 2015年
Relaxation of Cs atomic polarization at surface coatings characterized by X-ray photoelectron spectroscopy

Japanese Journal of Applied Physics 54(6) 2015年
Non-negligible collisions of alkali atoms with background gas in buffer-gas-free cells coated with paraffin

Applied Physics B-Lasers and Optics 122(4) 81-1-81-6 2016年3月
Laser frequency locking with 46 GHz offset using an electro-optic modulator for magneto-optical trapping of francium atoms

Applied Optics 55(5) 1164-1169 2016年2月
Atomic spin resonance in a rubidium beam obliquely incident to a transmission magnetic grating

Journal of Physics B-Atomic Molecular and Optical Physics 49(6) 065005-1-065005-5 2016年3月
Unexpected spin-parity assignments of the excited states in Be-9

Physical Review C 91(2) 2015年

４　研究費の応募・受入等の状況・エフォート
	本応募課題の研究代表者の応募時点における、（１）応募中の研究費、（２）受入予定の研究費、（３）その他の活動について、次の点に留意し記入してください。なお、複数の研究費を記入する場合は、線を引いて区別して記入してください。具体的な記載方法等については、研究計画調書作成・記入要領を確認してください。
①　「エフォート」欄には、年間の全仕事時間を１００％とした場合、そのうち当該研究の実施等に必要となる時間の配分率（％）を記入してください。
②　「応募中の研究費」欄の先頭には、本応募研究課題を記入してください。


※必要に応じて行を挿入して構いませんが、１頁以内で記入してください。
（１）応募中の研究費（適宜記入欄を追加してよい。）
	資金制度・研究費名（研究期間・配分機関等名）
	研究課題名
（研究代表者氏名）
	役割
(代表・分担の別)
	令和３年度の研究経費
(期間全体の額)
(千円)
	エフォート(%)
	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由

	【本応募研究課題】
（R○○  ～R○○ ）
	○○と△△の相関に関する実験的研究
（競金太郎）
	代表
	6,000
（15,000）
	30
	（総額18,000千円）

	科学研究費補助金・挑戦的萌芽研究（R1~R2・日本学術振興会）
	○○と△△の□□への依存性に関する調査研究（学振花子）
	代表
	3,000
（10,000）
	20
	研究とは××の視点から調査する意味で異なり、本応募研究により統合的に理解が進むため。
（総額　5,000千円）

	令和２年度○○財団研究助成金（R2・○○財団）
	××と□□の研究
（競金太郎）
	分担
	1,000
（10,000）
	10
	本研究とは××の視点から調査する意味で異なり、本応募研究により統合的に理解が進むため。
（総額　5,000千円）


（２）受入予定の研究費（適宜記入欄を追加してよい。）
	資金制度・研究費名（研究期間・配分機関等名）
	研究課題名
（研究代表者氏名）
	役割(代表・分担の別)
	令和３年度の研究経費
(期間全体の額)
(千円)
	エフォート(%)
	研究内容の相違点及び他の研究費に加えて本応募研究課題に応募する理由

	令和２年度○○財団研究助成金（R2・○○財団）
	××と□□の研究
（競金太郎）
	代表
	1,000
（1,000）
	10
	本研究とは××の視点から調査する意味で異なり、本応募研究により統合的に理解が進むため。
（総額　5,000千円）

	
	
	
	（　　　）
	
	（総額　　　千円）※6


（３）その他の活動　　　エフォート：　○○　％

５　これまでに受けた研究費とその成果等
	本欄には、研究代表者及び研究分担者がこれまでに受けた研究費（所属研究機関より措置された研究費、府省・地方公共団体・研究助成法人・民間企業等からの研究費等。なお、現在受けている研究費も含む。）による研究成果等のうち、本研究の立案に生かされているものを選定し、当該資金制度とそれ以外の研究費に分けて、次の点に留意し記述してください。
①　それぞれの研究費毎に、資金制度名、期間（年度）、研究課題名、研究代表者又は研究分担者の別、研究経費（直接経費）を記入の上、研究成果及び中間・事後評価（当該研究費の配分機関が行うものに限る。）結果を簡潔に記述してください
②　当該資金制度とそれ以外の研究費は区別して記述してください。


（例）
資金制度名：
期間（年度）：　　年度～　　年度
研究課題名：
研究代表者又は研究分担者の別：
研究経費（直接経費）：　　千円
研究成果及び中間・事後評価結果：
【当該資金制度】
（１）基盤研究（A）、H21～H23、「○○に関する研究」、代表者、４０，０００千円
××××の成果を得た。
（２）基盤研究（B）、H21～H23、「○○に関する研究」、代表者、４０，０００千円
××××の成果を得た。
【それ以外の研究費】
（３）基盤研究（B）、H21～H23、「○○に関する研究」、代表者、４０，０００千円
××××の成果を得た。
（注意事項）
※１　当該様式のタイトル、金額の単位等は、各府省所管制度の実施要領等に基づく。
※２　各種項目は当該資金制度に応じて適宜読み替えるものとする。
※３　研究課題名の英語表記を併記すること。（任意）
※４　研究分担者等は人数に応じて適宜記入欄を追加する。
※５　経費の各項目については、当該資金制度の必要に応じて定めるものとする。
※６　カッコ内には、研究期間全体の直接経費の総額を記入。
※７　事業者単位で応募申請する制度の場合は、本様式に記載ができないため、様式への記載は不要とすることができる。
（様式Ｂ－２）
提案の概要
１．事前調査（F/S）の内容等 
（１）F/Sの目的

	（当該事前調査（F/S）の目的について客観的事実に基づいた根拠を示して具体的に記述して下さい。

当該事前調査（F/S）の目的により以下のような記載を適宜挿入してください。

　・F/Sを行おうとする技術の内容およびその科学的根拠

　・当該技術の新規性・優位性

　・申請者の保有する技術等）


（様式Ｂ－２）
（２）F/Sの内容
	（当該事前調査（F/S）は、技術開発（R&D）実施に先立ち、新工法や新製品・材料に関する実行可能性や実現可能性を検証する作業のことです。具体的には、申請の根拠となる技術の科学的な検証、技術動向調査及び現場ニーズの調査等を行って、技術開発の実施計画の精査、事業の実現可能性の見通しをつけることです。以下の例のように研究項目を設定し、それぞれについて内容を具体的に記述してください。

　①○○の優位性評価

　②○○の基礎データ取得実験

　③○○の技術動向調査

　④現場ニーズの調査、現場への導入方策等）




（様式Ｂ－２）

	


（様式Ｂ－２）

（３）F/Sの実施体制

	（・会社組織ではなく、事前研究を遂行する体制（役割分担）を具体的に記入してください。

・社外組織と連携する場合は、その役割を記入してください。）


（様式Ｂ－２）

２．事前調査（F/S）後に予定している技術開発（R&D）の内容等

（１）R&Dの目的

	（・事前調査（F/S）終了後に想定している技術開発（R&D）の目的を記載して下さい（事前調査（F/S）と技術開発（R&D）事業の実施範囲の違いを明確に記述して下さい）。）




（様式Ｂ－２）

（２）技術開発の内容
	（①×××の検討

　　　内容説明

②×××の試験

　　　内容説明

③○○○の試験

　　　内容説明

④×××の評価

　　　内容説明）




（様式Ｂ－２）

	


（様式Ｂ－２）

（３）技術開発の導入効果
	○提案された技術研究開発が実用化となった場合に想定される、生産性向上・環境負荷低減に係る導入効果※（作業期間短縮、省力化、安全性の確保等）。

○当該研究開発成果の事業化計画（現場への採用予定や、具体的な販売計画等）

  ※テーマ③で温室効果ガス削減を提案する場合、上記観点に加え、当該技術による二酸化炭素等排出削減量を記載すること。また、当該技術が普及した場合の年間排出削減量についても可能なかぎり記載すること。

（二酸化炭素等排出削減量の記載について、ページの追加を認める）


（様式Ｂ－２）

（４）技術開発の実施体制
	（・「事前調査（F/S）の実施体制」を参考に、技術開発（R&D）で想定している実施体制（役割分担）を記載してください。）




（様式Ｂ－２）

３．研究開発の概要図

	
· 提案いただいた研究開発課題の全体概要が分かるよう、F/Sと技術開発との関連及び違いを含めてフロー図にまとめてください。

（例）
令和○年度

令和○年度

令和○年度


（様式Ｂ－２）

４．交付申請者（中小企業）の概要 

（１）略歴

　　（設立日については必ず記入のこと）

（２）資本金および上位株主

　　資本金：　　　　　千円

　　株主（上位５位）

	株主の名称
	出資比率
	資本金
	従業員数

	
	○○％
	　　　千円
	　　　名

	
	
	
	

	
	
	
	


（３）従業員数

　　　　　名　（常時使用する従業員の人数を記載してください）

（４）現在の主要事業内容

　　　　（主たる事業として営んでいる業種がわかるように記述してください）

（５）これまでの研究開発・技術開発実績

（様式Ｂ－２）

５．中小企業に所属する研究者

（１）研究代表者（1名のみ）

	氏　　　名
	年齢
	中小企業内の所属

	○○　○○
	４６
	○○部○○課


（２）共同研究者（複数名可）

	氏　　　名
	年齢
	中小企業内の所属

	○○　○○

××　××
	４６

３３
	○○部○○課

○○部○○課


７．共同研究者

　下記欄にその他の共同研究者について全員記載してください。

	氏　　　名
	年齢
	所属（学校名等）

	○○　○○

××　××


	４６
３８


	○□大学大学院○○工学科
△×株式会社□□部




各共同研究者のの選出理由
	申請者である○○○○と共同研究者である××××は、平成○年より本システムの開発について共同研究を行っており、深い知見を有しているため。また、△△△△とは・・・。


（様式Ｂ－３）

「研究開発年次計画・経費の見込み」
単位：百万円　

（1） 研究開発期間が３年の場合の例（２年の場合は列を削除してください）

	研究開発項目
	令和○年度
	令和○年度　　　　
	令和○年度

	フェーズ
	F／S
	R&D

	直接経費
	4.00
	7.70
	7.70

	(1)○○モデルの開発

(2) ○○データベースの開発

(3)○○解析システムの開発

	○○の分析

1.50
△△の分析

2.00
　□□の分析

0.50


	○○の開発

4.00

△△システム構築

0.50

□□の開発

3.20


	
○○の検証

2.00

△△の検証

4.00
□□の検証

1.70

	間接経費
	1.00
	7.70
	7.70

	合　　計
	5.00
18.2
	10.00
	1.00

	総　　計
	25.00


（注）　

・主な研究開発項目毎に記載して下さい（線表の下に見積額を記入する）

・間接経費は、直接経費の３０％相当で計上することになります。千円単位を切り捨て、万円単位で記載願います（少数第2位まで記載）。

・事前調査（F/S）では、５０万円以上となる機械装置等の計上は原則として認めておりませんのでご留意ください。

（様式Ｂ－４）
研究課題の予算
１．全体の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
研究開発にかかる費用を研究機関及び年度ごとにその内訳（設備備品費、消耗品費、旅費交通費、謝金・賃金、役務費、委託費）がわかるように記載して下さい。

記載例）

研究費総額　　××千円　　（直接経費　××千円／間接経費　　××千円）

【初年度】事前調査（F/S）

（１）○○モデルの開発　　△△千円

（内訳　設備備品費○○千円、消耗品費○○千円、旅費交通費○○円）

（２）○○データベースの開発　　××千円

（内訳　設備備品費○○千円、消耗品費○○千円、旅費交通費○○円）

（３）○○解析システムの開発

　（内訳　・・・・・）

【二年目】技術開発（R&D）

（１）・・・

【三年目】技術開発（R&D）

（１）・・・

２．主な機器設備（設備備品）等の内訳

　　　50万円以上の設備品を購入される場合（予定も含む）

　　　品名、仕様、用途、予定金額（千円）、リースに出来ない理由及び選定理由書を記載してください。（複数ある場合は表をコピーして下さい）。

	品　　名
	

	仕　　様
	

	用　　途
	

	予定金額（千円）
	


※事前調査（F/S）では、５０万円以上となる機械装置等の計上は原則として認めておりませんのでご留意ください。

（様式Ｂ－７）

注）本様式は交付申請者が作成する様式です

令和○年○月○日

建設技術研究開発費補助金承諾書（所属機関用）

国土交通大臣殿

研究開発課題名

○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発
（研究開発期間　令和○○～○○年度）

所属機関・職名、氏名

○○大学　工学部　建設工学科　教授　国土　太郎
　当機関に所属する上記の者が、標記の研究開発課題の交付申請者となることを承諾します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属機関長の職名、氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○大学　学長　○○　○○　　　

（注）

１．所属機関長の職名・氏名、職印については、学部長又は研究所等の部局の長が承諾書に関する権限を委任されている時は、これらの部局の長の氏名、職印で差し支えない。

２．本書における「承諾内容」は、下記の通りです。

・当該研究開発を所属機関の業務（公務）の一部として行うこと。

・当該研究開発を実施する際、所属機関の施設を使用すること。

・当該研究開発の実施に際し、所属機関による経理等の事務的支援を受けられること。

３．同一の研究開発課題について、同一の機関から複数の研究者が参加しようとする場合は研究者の所属機関・職名、氏名の欄に連記して差し支えない。

　なお、補助金交付内定以降、新しく研究開発組織に加わる共同研究者は、交付申請書又は交付決定内容変更承認申請書（様式は別途指定）とともに必ず提出すること。
４．押印は省略可とする。
（様式Ｂ－８）

注）本様式は共同研究者が作成する様式です

令和○年○月○日

建設技術研究開発費補助金承諾書

代表者

　○○建設株式会社　代表取締役社長　　国土　太郎
研究開発課題名

○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発
（研究開発期間　令和○年度～令和○年度）

標記研究開発課題の共同研究者となることを承諾します。

　　　　　　共同研究者　所属機関・職名、氏名
　　　　　　○□大学大学院○○工学科
　　　　　　　　　　　　　　　　教授　交通　太郎　　　　　　　　　　　　　　

（注）

１．本承諾書は、共同研究者が上記研究開発課題に関して、代表者との位置関係を明確にするもので、課題提案時に提出するものである。

　　なお、補助金交付内定以降、新しく加わる研究開発組織に加わる共同研究者は、交付申請書又は交付決定内容変更承認申請書（様式は別途指定）とともにその都度提出すること。

２．同一の研究開発課題について、複数の研究者が参加する場合は、共同研究者の所属機関・職名、氏名の欄に連記して差し支えない。

３．e-Rad申請の際は、捺印した書類をスキャニングしてPDF化すること。

４．押印は省略可とする。

（様式Ｂ－９）

注）本様式は共同研究者が作成する様式です

令和○年○月○日

建設技術研究開発費補助金承諾書（所属機関用）

国土交通大臣殿

研究開発課題名

○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発
（研究開発期間　令和○年度令和成○年度）

所属機関・職名、氏名

○○大学　工学部　建設工学科　教授　国土　太郎
　当機関に所属する上記の者が、標記の研究開発課題の共同研究者となることを承諾します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属機関長の職名、氏名　職印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○大学　学長　○○　○○　　　

（注）

１．所属機関長の職名・氏名、職印については、学部長又は研究所等の部局の長が承諾書に関する権限を委任されている時は、これらの部局の長の氏名、職印で差し支えない。

２．本書における「承諾内容」は、下記の通りです。

・当該研究開発を所属機関の業務（公務）の一部として行うこと。

・当該研究開発を実施する際、所属機関の施設を使用すること。

・当該研究開発の実施に際し、所属機関による経理等の事務的支援を受けられること。

３．同一の研究開発課題について、同一の機関から複数の研究者が参加しようとする場合は研究者の所属機関・職名、氏名の欄に連記して差し支えない。

　なお、補助金交付内定以降、新しく研究開発組織に加わる共同研究者は、交付申請書又は交付決定内容変更承認申請書（様式は別途指定）とともに必ず提出すること。
４．押印は省略可とする。

（様式Ｂ－１０）
本研究開発に使用することを予定している主な既存設備

（○○骨材反応の○○による計測・補修システムの開発）

（１）○○モデルの開発
	設　備　名
	所　有　機　関

	●△測定器
	〇〇大学

	
	


（２）○○データベースの開発
	設　備　名
	所　有　機　関

	○○材料実験装置
	〇〇大学

	
	


（３）○○解析システムの開発
・　（以下、研究項目毎に使用する既存設備を記載）

　　　

（注）

設備に関しては、必要に応じて適宜説明や参考資料を添付してください。
府省共通研究開発管理システム（e-Rad）

による応募について

（１）システムの操作方法に関する問い合わせ先

本制度・事業に関する問い合わせは、従来通り国土交通省大臣官房技術調査課にて受付けます。システムの操作方法に関する問い合わせは、ヘルプデスクにて受付けます。

建設技術研究開発助成制度のホームページおよびシステムのポータルサイト（以下、「ポータルサイト」という。）をよく確認の上、問い合わせてください。

なお、審査状況、採否に関する問い合わせには一切回答できません。
○建設技術研究開発助成制度のホームページ：

 http://www.mlit.go.jp/tec/gijutu/kaihatu/josei.html
○ポータルサイト：

http://www.e-rad.go.jp/ 

(なお、研究者、研究機関への情報提供ページは、ポータルサイトの最下層にリ

ンクを設けています)

（問い合わせ先一覧）
	制度・事業に関する問い合わせおよび提出書類作成・提出に関する手続き等に関する問い合わせ
	国土交通省大臣官房技術調査課

建設技術研究開発助成制度事務局
	03-5253 -8125（直通）
03-5253 -1536（FAX）


	府省共通研究開発管理システム（e-Rad）の操作方法に関する問い合わせ
	府省共通研究開発管理システム（e-Rad）ヘルプデスク


	直通ダイヤル番号については
ポータルサイトを確認下さい。


【注意事項】

ヘルプデスクは研究機関・研究者の登録やe-Radの操作についての問い合わせ先ですが、以下のように配分機関にお問い合わせいただく内容が大変多く含まれています。
　　以下のような項目については、大臣官房技術調査課あてにお問い合わせいただくようお願いします。
　　　・予算額・経費には何を入力すればいいのか
　　　・配分機関へ提出済みの課題を修正したい
　　　・実施中の課題（応募・受入状況）には何を入力すればいいのか
　　　・継続課題で必須入力となっている課題IDが分からない
　　　・配分機関に提出する前に入力した内容を確認してほしい
　　　・応募したいが何をすればいいか教えてほしい
　　　・応募に当たって別途郵送が必要な書類の種類は何か
　　　・応募したいがどの種目に該当するのか
　　　・審査結果はいつ分かるのか
　　　・任意入力項目に記入するかどうかで有利（不利）になるのか
　　　・採択後の事務作業は大変なのか
　　　・受付中公募一覧から申請様式を取得できないが、どうすればいいか。
　　　・各事業が提示している様式には何を記述すればいいのか。
　　　・応募に関わる研究者は、どの範囲まで登録する必要があるのか。
　　　・e-Radへの応募情報の登録は、どの立場の研究者が行えばいいのか。
　　　・公募期限までに、研究機関あるいは研究代表者・研究分担者の登録が間に合わないが、どうすればいい

　　か。
　　　・応募・受入状況の入力欄に登録するべきものが11件以上あるが、どれを入力すればいいのか。
　　　・研究目的や研究概要に入力可能な文字数について、様式よりもe-Radの方が少ないため、
　　　　双方の内容が異なってしまったが問題ないのか。
※「e-Rad」とは、府省共通研究開発管理システムの略称で、Research and Development（科学技術のための研究開発）の頭文字に、Electronic（電子）の頭文字を冠したものです。

（２）e-Radシステムの使用に当たっての留意事項
1 システムによる応募

システムによる応募は、平成２０年１月より稼働の「府省共通研究開発管理システム（e-Rad）」にて受付けます。
操作方法に関するマニュアルは、e-Radポータルサイト（http://www.e-rad.go.jp/）から参照またはダウンロードすることができます。システム利用規約に同意の上、応募してください。

2 e-Radシステムのサービス時間
サービス時間は平日、休日ともに0:00～24:00です。
※上記サービス時間内であっても、緊急のメンテナンス等により、サービスを停止する場合があります。

※国民の祝日及び年末年始（12月29日～1月3日）に関わらず、上記時間帯はサービスを行います。

※ヘルプデスク運用時間は、国民の祝日及び年末年始を除く 平日9:00～18:00とな　ります。

3 研究機関の登録

研究者が研究機関を経由して応募する場合、交付申請者が所属する研究機関及び共同研究者が所属する研究機関は、応募時までに登録されていることが必要となります。

研究機関の登録方法については、e-Radポータルサイトを参照してください。登録手続きに日数を要する場合がありますので、２週間以上の余裕をもって登録手続きをしてください。なお、一度登録が完了すれば、他制度・事業の応募の際に再度登録する必要はありません。また、他制度・事業で登録済みの場合は再度登録する必要はありません。

なお、ここで登録された研究機関を所属研究機関と称します。

4 研究者情報の登録

研究課題に応募する交付申請者および研究に参画する共同研究者は研究者情報を登録し、システムログインＩＤ、パスワードを取得することが必要となります。

所属研究機関に所属している研究者の情報は所属研究機関が登録します。なお、過去に文部科学省の科学研究費補助金制度で登録されていた研究者情報は、既にこのシステムに登録されています。研究者番号等を確認の上、所属情報の追加を行ってください。

所属研究機関に所属していない研究者の情報は、府省共通研究開発管理システム運用担当で登録します。必要な手続きはe-Radポータルサイトを参照してください。

5 個人情報の取扱い

応募書類等に含まれる個人情報は、不合理な重複や過度の集中の排除のため、他府省・独立行政法人を含む他の研究資金制度・事業の業務においても必要な範囲で利用（データの電算処理及び管理を外部の民間企業に委託して行わせるための個人情報の提供を含む）する他、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）を経由し、内閣府の「政府研究開発データベース」へ提供します。

（３）e-Radシステムを利用した応募の流れ
	e-Radシステムを利用した応募の流れ

e-Radポータルサイトからシステムにアクセス
http://www.e-rad.go.jp/

建設技術研究開発助成制度のホームページ

またはe-Radシステムから提案書様式をダウンロード


e-Radシステムに必要事項を入力の上、提案書をアップロード


所属研究機関を経由で提出

（e-Radシステム上での所属研究機関による承認）

（応募締切日：令和２年○月○○日（○）１７時）


国土交通省大臣官房技術調査課にて受理

なお、提案書のアップロード後は、e-Radシステムにて提案書受理状況が確認できます




（４）提案書類の注意事項

	ポータル

サイト
	http://www.e-rad.go.jp/

	提出締切
	令和２年５月２９日（金）１７時

	注意事項

・システムの利用方法

　

・応募書類様式のダウンロード
・ファイル種別

・画像ファイル形式

・ファイル容量

・提案書アップロード

・提案書アップロード後の修正

・受付状況の確認

・その他
	· システムを利用の上、提出してください。

e-Radシステムの操作マニュアルは、上記ポータルサイトよりダウンロードできます。

· 制度・事業内容を確認の上、所定の様式ファイルをダウンロードしてください。

· 提案書類（アップロードファイル）はWord、一太郎、ＰＤＦのいずれかの形式にて作成し、応募してください。なお、Word、一太郎、ＰＤＦは以下のバージョンで作成されたものでないと、アップロードがうまく出来ない場合がありますのでご注意ください。

· Word 2000以降

· 一太郎 Ver.12以降

· Adobe Acrobat Reader(Adobe Reader) 5.0以降

· 提案書に貼り付ける画像ファイルの種類は｢GIF｣、｢BMP｣、｢JPEG｣、｢PNG｣形式のみとしてください。それ以外の画像データ（例えば、CADやスキャナ、PostScriptやDTPソフトなど別のアプリケーションで作成した画像等）を貼り付けた場合、正しくＰＤＦ形式に変換されません。画像データの貼り付け方については、操作マニュアル「3.4 画像を貼り付ける方法」を参照してください。

· アップロードできるファイルの最大容量は下表の通りです。それを超える容量のファイルは国土交通省大臣官房技術調査課へ問い合わせてください。

ファイル

最大サイズ
公募
３Ｍbyte
交付・委託契約手続き
１Ｍbyte
成果概要
３Ｍbyte
成果報告書
５Ｍbyte
実績・完了報告書
１Ｍbyte
· 提案書類は、アップロードを行うと、自動的にＰＤＦファイルに変換します。外字や特殊文字等を使用した場合、文字化けする可能性がありますので、変換されたＰＤＦファイルの内容をシステムで必ず確認してください。利用可能な文字に関しては、操作マニュアル「1.7システムの基本的な操作方法」を参照してください。

・研究者が所属研究機関へ提出するまでは提案内容を修正する事が可能です。所属研究機関へ提出した時点で修正することができません。修正する場合は、所属研究機関へ修正したい旨を連絡してください。なお、所属研究機関承認後は、国土交通省大臣官房技術調査課へ修正したい旨を連絡してください。

· 提出締切日までにシステムの「受付状況一覧画面」の受付状況が「配分機関受付中」となっていない提案書類は無効となります。提出締切日までに「配分機関受付中」にならなかった場合は、所属研究機関まで至急連絡してください。
· 提案書の受理確認は、「受付状況一覧画面」から行うことができます。

上記以外の注意事項や内容の詳細については、e-Radポータルサイト（研究者向けページ）に随時掲載しておりますので、ご確認ください。
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○○の実験





○○の優位性の評価
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○○の技術開発の必要性及び実現可能性の実証





○○の技術動向調査
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